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提出議案の概要

和光市



議案第６号 和光市手数料条例の一部を改正する条例を定めることについて

担 当 政策課

（建築課分 別表第５号（建築基準法関係）、別表第６号（長期優良住宅の普及の促

進に関する法律関係）、別表第７号（都市の低炭素化の促進に関する法律関係））

【目的】

建築基準法及び住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく告示の一部改正に伴

い、手数料の額等について所要の改正を行うものです。

【内容】

１ 改正の要点

別表第５号

構造計算適合性判定を要する確認又は計画通知の項を削除します。

別表第６号

住宅性能評価書の交付を受けている長期優良住宅建築等計画の認定及び変更の

認定の項を追加します。

「適合証明」を「適合証」に、「適合証明の交付を受けていない」を「適合証

又は住宅性能評価書の交付を受けていない」に、「構造計算適合判定を要する場

合」を「構造計算適合性判定の実施の申出を伴う場合」に改めます。

別表第７号

「構造計算適合判定を要する場合」を「構造計算適合性判定の実施の申出を伴

う場合」に改めます。

２ 施行期日

別表第６号及び別表第７号の改正規定は平成２７年４月１日から、別表第５号の

改正規定は平成２７年６月１日から施行します。

（環境課分 別表第９号（鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律関係））

【目的・内容】

１ 改正の要点

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の名称の変更に伴う改正を行うもので

す。

２ 施行期日

別表第９号の改正規定は平成２７年５月２９日から施行します。

（産業支援課分 別表第１４号（農業関係））
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【目的】

平成２６年４月１日に施行された改正農地法により、農地台帳について、農業委員

会が保有する農地の情報を一筆ごとに整備することとなりました。これに伴い、平成

２７年４月１日から農地台帳情報を公表することにあたり、一部手数料を徴収するた

め規定するものです。

【内容】

１ 改正の要点

手数料条例第２条の「別表（１４）農業関係」に、「農地台帳の閲覧」と「農地

台帳記録事項要約書の交付」の２項目を追加します。

２ 施行期日

別表第１４号の改正規定は平成２７年４月１日から施行します。
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議案第７号 和光市介護保険条例等の一部を改正する条例を定めることについて

担 当　長寿あんしん課

【条例改正の理由】

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関

する法律（いわゆる「医療介護総合確保推進法」）により改正された介護保険法の規

定のうち、平成２７年４月１日に施行される事項に対応するため、関係条例の一部を

改正するものです。

新しい介護予防・日常生活支援総合事業の実施に係る関係条例の規定を一部改正す

るとともに、第６期介護保険事業計画における介護保険料率の改定を行うほか、介護

保険法及び関係する基準省令の改正に伴う所要の改正を行います。

【主な改正内容等】

１ 和光市介護保険条例の一部改正（第１条関係）

地域支援事業に関する規定の改正

介護保険法の改正により、要支援者に対する訪問介護と通所介護が、市町村の

行う地域支援事業（新しい総合事業）へと段階的に移行されることとされていま

すが、和光市では、第５期介護保険事業計画から介護予防・日常生活支援総合事

業を実施しているため、平成 27 年度から全面的に「新しい総合事業」に移行しま

す。そのため、これまでの「地域支援事業」を、保険者の必須事業となる「介護

予防・日常生活支援総合事業」及び「包括的支援事業」と、市が独自に行う「任

意事業」に再編成する規定の改正を行います。

保険料率の改正

第６期介護保険事業計画における第１号被保険者の保険料を定めるため、現行

の規定を次のように改正します。

ア 保険料設定の所得段階細分化等

低所得者の保険料軽減を拡充する法の改正趣旨を踏まえ、所得階層別の保険

料負担の適正化を図るため、第５期計画において 10 段階 12 階層（特例第 3 段

階、第 4 段階を含む）としていた保険料設定の所得段階を、第６期計画では 13

段階に細分化し、所得段階の該当条件（所得基準等）を改正します。

イ 保険料率（政令に定める保険料算定の基準額）

（改正前）第５期計画基準額 49,800 円（月額 4,150 円）

（改正後）第６期計画基準額 50,730 円（月額 4,228 円※対前期比 78 円増）

２ 和光市介護老人保健福祉施設条例の一部改正（第２条関係）、和光市総合福祉会
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館設置及び管理条例の一部改正（第３条関係）及び和光市新倉高齢者福祉センター

設置及び管理条例の一部改正（第４条関係）

介護保険条例の改正にあわせて、各施設（総合福祉会館にあっては構成施設であ

る高齢者福祉センター）が行う事業に、介護保険条例に定める介護予防・日常生活

支援総合事業を追加します。

３ 和光市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正（第５条関係）、和光市指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正（第６条関係）、和光

市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正（第７条関

係）及び和光市地域包括支援センターの事業の人員及び運営に関する基準を定める

条例の一部改正（第８条関係）

介護保険法の改正に伴い、指定地域密着型サービス、指定地域密着型介護予防サ

ービス、指定介護予防支援等及び地域包括支援センターの事業の人員、設備及び運

営等に関する基準となる省令が改正されたことに伴い、所要の改正を行うもので

す。

４ 施行期日

平成２７年４月１日から施行します。
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議案第８号 和光市保育園設置及び管理条例の一部を改正する条例を定めることに

ついて

担 当 こども福祉課

【条例改正の理由】

この条例は、児童福祉法の改正に伴い、所要の改正を行うほか、子ども・子育て

新制度において、保育園の運営に公定価格等が導入されることに伴い、既存の公設

民営保育園の在り方について運営主体の経営面を含めた検討を行い、和光市ひろさ

わ保育園の運営を民設民営に移行することから、設置に係る規定を削除する改正を

行うものです。

なお、他の保育園に関しても同様の視点から、今後計画的に運営方式の検討を行

っていく予定です。

【改正の内容】

１ 条例の要点 (主な規定事項）
保育所の設置目的及び入園児童に関する規定を「保育に欠ける児童」から

「保育を必要とする児童」に改正します。

和光市ひろさわ保育園を別表から削除します。

２ 施行期日

平成２７年４月１日から施行します。ただし、和光市ひろさわ保育園に係る設

置規定の削除は、平成２９年４月１日から施行します。
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議案第９号 和光市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を定めることについて

担 当 こども福祉課

【目的】

児童福祉法の規定に基づき定めた、家庭的保育事業等の設備及び運営に関し必要な

事項の一部を改正するものです。

【内容】

１ 条例の要点（主な規定事項）

家庭的保育事業者等の定義の改正

家庭的保育事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１

号）の規定事項の一部修正に伴い、家庭的保育事業者等の定義を改正します。

母子家庭等の定義の改正

母子及び寡婦福祉法の改正に伴い、母子家庭等の定義を改正します。

２ 施行期日

公布の日から施行します。
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議案第１０号 和光市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額に

関する条例を定めることについて

担 当 こども福祉課

【条例制定の目的】

この条例は、子ども・子育て支援新制度の施行に伴い、平成２７年度から適用する

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額（いわゆる保育料）につ

いて、必要な事項を定めるものです。

【条例案の概要】

１ 条例の要点（主な規定事項）

利用者負担額

利用者負担額については、新制度施行による算定基準の変更に加え、国が定め

る利用者負担額の徴収限度額に対する負担水準及び現行保育料における負担率の

不均衡是正を念頭に置いて設定しました。

また、現行の保育料算定でも行っている、「多子減免」についても規定しまし

た。

利用者負担額の決定及び徴収手続等

利用者負担額の決定等、利用者負担額の徴収及び納期について規定しました。

利用者負担額の徴収猶予及び減免

利用者負担額の見直し

事業の公益性及び負担の公平性を確保する観点から、利用者負担額を３年ごと

に見直すことを規定しました。

２ 条例の施行期日

平成２７年４月１日から施行します。
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議案第１１号 和光市まちづくり条例の一部を改正する条例を定めることについて

担 当 建築課

【目的】

この度の条例の一部改正は、安全かつ安心で快適なまちづくりを推進するため、雨

水による冠水及びごみ処理などの問題解決に向けて、開発行為等の適用対象の基準を

見直し、併せて、１年以内の開発行為等の適用対象に共同性及び一団の土地の開発行

為等の規定を加えるためのものです。

【内容】

１ 改正の要点

小規模開発行為等において、次のものを適用対象に加えます。

（ア）開発行為等を行う区域面積が３００㎡以上５００㎡未満のもの。

（イ）建築基準法第４２条第１項第５号の規定による道路の位置の指定を受けたも

の。

小規模開発行為等に対し、雨水流出抑制対策、ごみ集積所、建物敷地の最低限

度等の合意の基準を新たに設けます。

開発行為等手続の適用対象に、共同性及び一団の土地の開発行為等の規定を加

えます。

２ 施行期日

平成２７年１０月１日から施行します。
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平成２６年度補正予算概要

議案第１２号 平成２６年度埼玉県和光市一般会計補正予算(第５号)

議案第１３号 平成２６年度埼玉県和光市国民健康保険特別会計補正予算(第２号)

議案第１４号 平成２６年度埼玉県和光市介護保険特別会計補正予算(第３号)

議案第１５号 平成２６年度埼玉県和光市和光都市計画事業和光市駅北口土地区画整理

事業特別会計補正予算(第４号)

（参考資料）各基金の現在高表

議案第１６号 平成２６年度埼玉県和光市下水道事業会計補正予算(第２号)



 １　歳入

款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

15
障害者自立支援給
付費負担金

303,299 21,290 324,589 社 会 福 祉 課

15
国民健康保険保険
基盤安定負担金

17,000 3,349 20,349 健 康 支 援 課

15
新増築事業負担金
 （小学校建設工事
 分）

39,419 9,387 48,806 学校建設準備室

15
臨時福祉給付金給
付事業費補助金

144,105 △ 75,975 68,130 福 祉 政 策 課

15
臨時福祉給付金給
付事務費補助金

28,902 △ 5,272 23,630 福 祉 政 策 課

 平成２６年度埼玉県和光市一般会計補正予算（第５号）

 （　市長査定資料　）

予 算 現 額 24,385,273千円

補 正 額 △ 139,150千円

補正後予算額 24,246,123千円

 　今回の補正予算は、歳出については地域住民生活等緊急支援のための交付金を活用したプレミア

 ム付商品券発行業務、地方版総合戦略の策定、小・中学校及び市内防犯カメラ設置工事、（仮称）放

 課後図書室開放事業実施に係る経費を追加計上し、大雨雨水排水対策として早期実施可能な対策

 箇所において工事を実施する道路補修事業等を増額補正するものである。また、今年度中の建設が

 行われないこととなった民間保育園新設事業、和光市道３７８号線が県道和光インター線へ移管予定

 となることに伴う道路整備事業等を減額補正するものである。

 　歳入については、地域住民生活等緊急支援のための交付金、実工事費の確定に伴い交付決定を

 受けた学校施設環境改善交付金（小学校建設工事分）等を追加計上するほか、交付額の確定により

 減額する社会資本整備総合交付金、事業終了による歳出額の確定に伴い減額する臨時福祉給付金

 給付事業費補助金・子育て世帯臨時特例給付金給付事業費補助金等を減額補正するものである。

 　なお、３月補正により生じた余剰金は財政調整基金、都市基盤整備基金、公共用地取得事業基金

 へ積み立てるものとする。

 （単位：千円）

説 明

 補装具の交付申請件数及び介
 護給付利用件数が増加したた
 め、増額補正するもの。

 保険基盤安定制度に係る繰出
 金額に対する国の負担金が確
 定したため、増額補正するも
 の。

 実工事費の確定に伴い、交付
 金額が決定したため、増額補正
 するもの。

 平成27年1月をもって事業終了
 となり歳出額が確定し、これに
 伴う国庫補助金も確定すること
 から、減額補正するもの。

 平成27年1月をもって事業終了
 となり歳出額が確定し、これに
 伴う国庫補助金も確定すること
 から、減額補正するもの。
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款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

 （単位：千円）

説 明

15
 社会保障・税番号制
 度システム整備費補
助金

3,110 △ 1,872 1,238 情 報 推 進 課

15
 子育て世帯臨時特例
給付金給付事業費
補助金

106,000 △ 12,590 93,410 福 祉 政 策 課

15
 子育て世帯臨時特例
給付金給付事務費
補助金

7,879 △ 3,057 4,822 福 祉 政 策 課

15
次世代育成支援対
策施設整備交付金

0 1,217 1,217 こ ど も 福 祉 課

15
 がん検診推進事業費
補助金

3,402 △ 1,833 1,569 健 康 支 援 課

15
社会資本整備総合
交付金

301,800 △ 157,100 144,700 都 市 整 備 課

15
学校施設環境改善
 交付金（小学校建設
 工事分）

0 5,287 5,287 学校建設準備室

15  がんばる地域交付金 0 1,552 1,552 財 政 課

15

地域住民生活等緊
 急支援のための交付
 金（地域消費喚起・
 生活支援型）

0 50,000 50,000 産 業 支 援 課

15

地域住民生活等緊
 急支援のための交付
 金（地方創生先行
 型）

0 31,000 31,000 政 策 課

16
障害者自立支援給
付費負担金

151,649 10,645 162,294 社 会 福 祉 課

 マイナンバー制度に係るシステ
 ム整備等の平成２６年度補助金
 のうち、障害者福祉システム及
 び生活保護システムについて
 は、平成２７年度に整備し、補
 助金申請することとしたため、減
 額補正するもの。

 平成27年1月をもって事業終了
 となり歳出額が確定し、これに
 伴う国庫補助金も確定すること
 から、減額補正するもの。

 平成27年1月をもって事業終了
 となり歳出額が確定し、これに
 伴う国庫補助金も確定すること
 から、減額補正するもの。

 下新倉児童館建設に伴い、当
 該交付金の交付決定を受けた
 ことから、追加計上するもの。

 がん検診推進事業の国庫補助
 金の歳入額が確定し、予定より
 も削減されたため、減額補正す
 るもの。

 社会資本整備総合交付金の交
 付額が確定したため、減額補正
 するもの。

 実工事費の確定に伴い、当初
 見込めなかった交付金につい
 て交付決定を受けたことから、
 追加計上するもの。

 がんばる地域交付金の交付決
 定を受けたことから、追加計上
 するもの。

 プレミアム付商品券発行業務
 （地域住民生活等緊急支援）に
 係る国庫支出金を、追加計上
 するもの。

 地方公共団体による地方版総
 合戦略の早期かつ有効な策定
 と、これに関する優良施策等の
 実施に対し、国が支援するため
 の交付金を、追加計上するも
 の。

 補装具の交付申請件数及び介
 護給付利用件数が増加したた
 め、増額補正するもの。
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款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

 （単位：千円）

説 明

16
国民健康保険保険
基盤安定負担金

88,000 15,055 103,055 健 康 支 援 課

16
 埼玉県放課後児童ク
 ラブ整備費補助金

15,096 3,953 19,049 こ ど も 福 祉 課

16
保育所緊急整備費
補助金

90,834 △ 90,834 0 こ ど も 福 祉 課

16
 プレミアム付商品券
支援事業補助金

0 30,000 30,000 産 業 支 援 課

17
財政調整基金運用
利子

774 194 968 財 政 課

17
公共用地取得事業
基金運用利子

188 19 207 財 政 課

17
市債管理基金運用
利子

5 5 10 財 政 課

17
学校教育施設整備
基金運用利子

134 93 227 教 育 総 務 課

17
学校建設基金運用
利子

304 288 592 学校建設準備室

17
公共施設整備基金
運用利子

268 57 325 財 政 課

17
都市基盤整備基金
運用利子

233 △ 125 108 都 市 整 備 課

17
 和光市まちづくり基
金運用利子

2 4 6 総 務 課

17 土地売払収入 69,600 319,766 389,366 総 務 課

18
 和光市まちづくり寄
附条例寄附金

557 1,829 2,386 総 務 課

 保険基盤安定制度に係る繰出
 金額に対する県の負担金が確
 定したため、増額補正するも
 の。

 下新倉保育クラブ建設分、旧園
 舎解体分及び第二白子保育ク
 ラブ建設分の交付決定を受け
 たことから、増額補正するもの。

 当初南圏域に高齢者福祉施設
 と併設の保育園を建設する予
 定だったが、平成26年度中の
 建設が行われないこととなった
 ため、減額補正するもの。

 プレミアム付商品券発行業務
 （地域住民生活等緊急支援）に
 係る県補助金を、追加計上する
 もの。

 基金運用利子額が確定したた
 め、増額補正するもの。

 基金運用利子額が確定したた
 め、増額補正するもの。

 基金運用利子額が確定したた
 め、増額補正するもの。

 基金運用利子額が確定したた
 め、増額補正するもの。

 基金運用利子額が確定したた
 め、増額補正するもの。

 基金運用利子額が確定したた
 め、増額補正するもの。

 基金運用利子額が確定したた
 め、減額補正するもの。

 基金運用利子額が確定したた
 め、増額補正するもの。

 普通財産（土地：広沢4823-34
 他2筆）を売却したことに伴い、
 増額補正するもの。

 寄附金を受けたことに伴い、増
 額補正するもの。
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款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

 （単位：千円）

説 明

19
都市基盤整備基金
繰入金

333,500 △ 79,352 254,148 都 市 整 備 課

19
学校建設基金繰入
金

136,438 △ 2,630 133,808 学校建設準備室

22
和光市新設小学校
 建設事業債（保育ク
 ラブ・児童館分）

0 10,200 10,200 財 政 課

22

白子三丁目中央土
地区画整理組合活
 動支援事業債（公共
 分）

0 83,900 83,900 財 政 課

22
 アーバンアクア公園
整備事業債

135,000 △ 48,600 86,400 財 政 課

22
白子三丁目中央土
地区画整理組合活
動支援事業債

175,500 △ 153,000 22,500 財 政 課

22
中央第二谷中土地
区画整理組合活動
支援事業債

186,000 △ 16,200 169,800 財 政 課

22
越後山土地区画整
理組合活動支援事
業債

75,000 △ 5,200 69,800 財 政 課

22
 和光北インター地域
土地区画整理組合
活動支援事業債

369,000 △ 106,500 262,500 財 政 課

22

中央第二谷中土地
区画整理組合活動
 支援事業債（道路
 分）

0 11,300 11,300 財 政 課

22
越後山土地区画整
理組合活動支援事
 業債（道路分）

0 6,200 6,200 財 政 課

22
和光市新設小学校
 建設事業債（小学校
 分）

169,400 △ 9,800 159,600 財 政 課

22
和光市新設小学校
 建設事業債（図書館
 分館分）

0 14,200 14,200 財 政 課

 該当事業費の減額により、減額
 補正するもの。

 該当事業費の減額により、減額
 補正するもの。

 新設小学校建設工事費の確定
 に伴い、併設する保育クラブ及
 び児童館分を追加計上するも
 の。

 一般事業債として予算計上した
 起債対象事業費の一部が公共
 事業等債の対象となったため、
 追加計上するもの。

 起債対象事業費が変更となっ
 たことに伴い、減額補正するも
 の。

 起債対象事業費が変更となっ
 たことに伴い、減額補正するも
 の。

 一般事業債として予算計上した
 起債対象事業費の一部が地方
 道路等整備事業債の対象と
 なったため、減額補正するも
 の。

 一般事業債として予算計上した
 起債対象事業費の一部が地方
 道路等整備事業債の対象と
 なったため、減額補正するも
 の。

 起債対象事業費が変更となっ
 たことに伴い、減額補正するも
 の。

 一般事業債として予算計上した
 起債対象事業費の一部が地方
 道路等整備事業債の対象と
 なったため、追加計上するも
 の。

 一般事業債として予算計上した
 起債対象事業費の一部が地方
 道路等整備事業債の対象と
 なったため、追加計上するも
 の。

 新設小学校建設工事費の確定
 に伴い、小学校分を減額補正
 するもの。

 新設小学校建設工事費の確定
 に伴い、併設する図書館分館
 分を追加計上するもの。
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 ２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2
地方版総合戦略進
行管理

0 10,000 10,000 政 策 課

2  広域行政・連携 17 420 437 政 策 課

3 障害者福祉支援 12,831 △ 1,188 11,643 社 会 福 祉 課

3 在宅障害者支援 748,728 42,580 791,308 社 会 福 祉 課

3  老人ホーム入所措置 5,084 △ 2,520 2,564 長 寿 あ ん し ん 課

3
国民健康保険特別
会計繰出金

668,958 23,070 692,028 健 康 支 援 課

3 後期高齢者医療 402,449 13,693 416,142 長 寿 あ ん し ん 課

3
介護保険特別会計
繰出金

541,968 △ 1,742 540,226 長 寿 あ ん し ん 課

3 民間保育園運営 830,556 16,075 846,631 こ ど も 福 祉 課

3 家庭保育室運営 134,408 864 135,272 こ ど も 福 祉 課

 （単位：千円）

説 明

 地方版総合戦略策定経費とし
 て、追加計上するもの。

 本田技研工業株式会社（和光
 ビル）の協力により旧型のバイク
 をシティプロモーションとして本
 庁舎ロビーに展示するため、増
 額補正するもの。

 平成26年度に係る改修工事に
 ついては国からシステム改修に
 伴う構築内容が示されておら
 ず、年度内の改修は難しいた
 め、減額補正するもの。

 補装具の交付申請件数及び介
 護給付利用件数が増加したた
 め、増額補正するもの。

 老人ホームの入所措置対象者
 が当初見込みを下回ったため、
 減額補正するもの。

 保険基盤安定制度に係る繰出
 金額、財政安定化事業に係る
 繰出金額が確定したため、増額
 補正するもの。

 広域連合へ納付している療養
 給付費負担金について、平成
 26年度の金額が確定し負担額
 が増加したため、増額補正する
 もの。

 介護保険事業費補助金の国庫
 補助額の確定と利用者負担額
 軽減制度事業費の減額により、
 市負担分を減額補正するもの。

 年度当初に遡り保育単価変更
 が行われ、当初見込みに比べ
 単価が上昇したため、増額補正
 するもの。

 当初見込みより家庭保育室利
 用数が増加したため、家庭保育
 室委託料、管外家庭保育室委
 託料、家庭保育室保育料助成
 を増額補正するもの。
 また、9月補正にて予定してい
 た小規模保育設置事業者のう
 ち設置を辞退した事業者があっ
 たため、小規模保育設置促進
 事業費補助金を減額補正する
 もの。
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款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

 （単位：千円）

説 明

3 管外保育児童運営 31,950 535 32,485 こ ど も 福 祉 課

3 民間保育園新設 241,026 △ 102,188 138,838 こ ど も 福 祉 課

3  保育クラブ施設整備 92,485 △ 4,062 88,423 こ ど も 福 祉 課

3 生活保護 1,450,313 △ 2,430 1,447,883 社 会 福 祉 課

3
臨時福祉給付金支
給

173,009 △ 81,241 91,768 福 祉 政 策 課

3
 子育て世帯臨時特例
給付金支給

113,879 △ 15,645 98,234 福 祉 政 策 課

4 母子保健 108,976 2,722 111,698 健 康 支 援 課

4  成･老人保健 102,992 13,906 116,898 健 康 支 援 課

7
地域住民生活等緊
急支援

0 80,000 80,000 産 業 支 援 課

8 道路管理 36,051 3,728 39,779 道 路 安 全 課

 年度当初に遡り保育単価変更
 が行われ、当初見込みに比べ
 単価が上昇したため、増額補正
 するもの。

 当初南圏域に高齢者福祉施設
 と併設の保育園を建設する予
 定であったが、平成26年度中の
 建設が行われないこととなった
 ため、減額補正するもの。

 当初の工事計画では、敷地造
 成工事の後、建設工事を行う予
 定であったが、建設地の地形や
 工期を考慮し設計等を精査した
 結果、計画変更となった。これ
 により工事箇所や面積が減少し
 たことから、設計監理委託料を
 減額補正するもの。

 平成26年度に係る生活保護社
 会保障・税番号制度導入に伴う
 システム改修について、国から
 構築内容が示されておらず、年
 度内の改修は難しいため、減額
 補正するもの。

 平成27年1月の支出をもって事
 業終了となり歳出額が確定する
 ことから、減額補正するもの。

 平成27年1月の支出をもって事
 業終了となり歳出額が確定する
 ことから、減額補正するもの。

 妊婦健診受診数の増加により、
 委託料を増額補正するもの。

 医療業務委託料の個別がん検
 診委託料のうち、胃がん検診、
 肺がん検診、大腸がん検診等
 の受診者数が増加したため、増
 額補正するもの。

 地域振興に貢献する市内商店
 等において共通して使用できる
 プレミアム付商品券を発行する
 ため、増額補正するもの。

 地域住民生活等緊急支援のた
 めの交付金を活用し、市内防犯
 カメラ設置工事実施のため、増
 額補正するもの。

　
14



款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

 （単位：千円）

説 明

8 道路補修 189,165 34,798 223,963 道 路 安 全 課

8 道路整備 149,400 △ 80,000 69,400 道 路 安 全 課

8
都市基盤整備基金
積立

100,233 49,875 150,108 都 市 整 備 課

8
 和光北インター地域
土地区画整理組合
活動支援

492,000 △ 142,000 350,000 都 市 整 備 課

8
白子三丁目中央土
地区画整理組合活
動支援

372,000 △ 197,000 175,000 都 市 整 備 課

8
駅北口土地区画整
理事業特別会計繰
出金

419,713 △ 86,952 332,761 都 市 整 備 課

8
 アーバンアクア公園
整備

300,000 △ 124,000 176,000 都 市 整 備 課

8
駅北口地区土地区
画整理推進

70,101 △ 1,733 68,368
駅北口土地区画
整理事業事務所

9
消防用施設維持管
理業務

11,192 △ 3,000 8,192 危 機 管 理 室

10
学校教育施設整備
基金積立

134 93 227 教 育 総 務 課

10 学校建設基金積立 304 288 592 学校建設準備室

大雨雨水排水対策設計業務委
 託料の入札差金を減額補正す
 るもの。
 また、当該設計業務のうち、効
 果的かつ早期実施可能な対策
 箇所において工事を実施する
 ため、増額補正するもの。

 和光市道378号線が県道和光
 インター線へ移管予定のため、
 公共施設管理者負担金を減額
 補正するもの。

 基金運用利子額の確定、3月補
 正予算余剰金を積み立てるた
 め、増額補正するもの。

 資金計画の見直しにより、補助
 金を支出する必要がなくなった
 ため、減額補正するもの。

 社会資本整備総合交付金の交
 付額が確定したため、減額補正
 するもの。

駅北口土地区画整理事業特別
 会計の一般会計繰入金の減額
 補正に伴い、減額補正するも
 の。

 社会資本整備総合交付金の交
 付額が確定したため、減額補正
 するもの。

 業務委託料について未執行の
 ため、減額補正するもの。

 年度内に発生した消火栓維持
 管理業務が少なかったため、消
 火栓維持管理負担金を減額補
 正するもの。

 基金運用利子額が確定したた
 め、増額補正するもの。

 基金運用利子額が確定したた
 め、増額補正するもの。
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款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

 （単位：千円）

説 明

10 小学校施設整備 49,105 9,234 58,339 教 育 総 務 課

10
和光市市立小学校
建設

481,133 △ 43,147 437,986 学校建設準備室

10 教育振興業務 2,759 428 3,187 学 校 教 育 課

10 中学校施設整備 19,972 2,916 22,888 教 育 総 務 課

10  教育扶助（中学校） 19,006 △ 1,240 17,766 学 校 教 育 課

10
 （仮称）放課後図書
室開放

0 4,274 4,274 生 涯 学 習 課

10
和光市総合体育館
管理運営

70,571 500 71,071 スポーツ青少年課

11 市債元金償還 1,456,531 3,761 1,460,292 財 政 課

11 市債利子償還 239,745 △ 26,539 213,206 財 政 課

12 財政調整基金積立 358,767 361,803 720,570 財 政 課

12
公共用地取得事業
基金積立

188 100,019 100,207 財 政 課

12 市債管理基金積立 5 5 10 財 政 課

 地域住民生活等緊急支援のた
 めの交付金を活用し、小学校防
 犯カメラ設置工事実施のため、
 増額補正するもの。

 各種契約締結に伴い、入札等
 による請負差金が発生したた
 め、減額補正するもの。

 地域住民生活等緊急支援のた
 めの交付金を活用し、平成28年
 4月入学児童のための防犯ブ
 ザーの購入のため、増額補正
 するもの。

 地域住民生活等緊急支援のた
 めの交付金を活用し、中学校防
 犯カメラ設置工事実施のため、
 増額補正するもの。

 教育扶助、給食費扶助の不用
 額を、減額補正するもの。

 放課後に学校の図書室を開放
 し、主に高学年児童に対して安
 心、安全な居場所を提供するた
 め、追加計上するもの。

 光熱水費の原価高騰に伴い、
 不足分が生じる見込みのため、
 増額補正するもの。

 元金償還額が確定したため、増
 額補正するもの。

 利子償還額が確定したため、減
 額補正するもの。

 基金運用利子額の確定、3月補
 正予算余剰金を積み立てるた
 め、増額補正するもの。

 基金運用利子額の確定、3月補
 正予算余剰金を積み立てるた
 め、増額補正するもの。

 基金運用利子額が確定したた
 め、増額補正するもの。
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款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

 （単位：千円）

説 明

12
公共施設整備基金
積立

50,268 57 50,325 財 政 課

12  まちづくり基金積立 559 1,833 2,392 総 務 課

 基金運用利子額が確定したた
 め、増額補正するもの。

 和光市まちづくり寄附条例に基
 づく寄附金を和光市まちづくり
 基金に積み立てるため、増額補
 正するもの。
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 ３　継続費

 ※括弧書きは補正前額を表示しています。

 ４　繰越明許費

 （単位：千円）

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額

 10 教育費  2 小学校費

和光市市立小学
校建設設計業務
委 託 事 業

79,380
 平成25年度

0
 （0）

（83,600）
 平成26年度

79,380
（83,600）

和 光 市 市 立
小学校建設事業

3,703,104
 平成26年度

296,250
（321,500）

（4,018,734）
 平成27年度

3,406,854
（3,697,234）

 （単位：千円）

款 項  事　業  金　額

 ２ 総務費  １　 総務管理費

地方版総合戦略策定事業 10,000

 バイク展示事業 420

 ７ 商工費  １　 商工費  プレミアム付商品券発行業務委託事業 80,000

 ８ 土木費

 １　 道路橋りょう費

 市内防犯カメラ設置事業 3,728

大雨雨水排水対策事業 41,819

 ３　 都市計画費

白子三丁目中央土地区画整理組合
活動支援事業

44,000

越後山土地区画整理組合
活動支援事業

46,440

 アーバンアクア設計・監理委託事業 1,858

 アーバンアクア公園整備事業 108,920
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 ５　地方債

 （追加）  (単位：千円)

 （変更）  (単位：千円)

 （単位：千円）

款 項  事　業  金　額

 １０　教育費

 ２　小学校費

 防犯ブザー整備事業 428

 小学校防犯カメラ設置事業 9,234

 ３　中学校費  中学校防犯カメラ設置事業 2,916

 ４　社会教育費  （仮称）放課後図書室開放事業 4,274

起 債 の 目 的 限 度 額

和光市新設小学校建設事業
 （保育クラブ・児童館分）

10,200

和光市新設小学校建設事業
 （図書館分館分）

14,200

 起債の目的
 補　正　前  補　正　後

 限　度　額  限　度　額

 アーバンアクア公園整備事業 135,000 86,400

白子三丁目中央土地区画整理組合活動支援事業 175,500 106,400

中央第二谷中土地区画整理組合活動支援事業 186,000 181,100

越後山土地区画整理組合活動支援事業 75,000 76,000

 和光北インター地域土地区画整理組合
活動支援事業

369,000 262,500

 和光市新設小学校建設事業（小学校分） 169,400 159,600

　
19



 １　歳入

款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

8
高額医療費共同事
業交付金

192,866 △ 37,866 155,000 健 康 支 援 課

8
保険財政共同安定
化事業交付金

709,019 △ 22,019 687,000 健 康 支 援 課

9
保険給付費等支払
基金預金利子

124 19 143 健 康 支 援 課

10
保険基盤安定繰入
 金(保険税軽減分)

106,000 17,842 123,842 健 康 支 援 課

10
保険基盤安定繰入
 金(保険者支援分)

34,000 6,699 40,699 健 康 支 援 課

平成２６年度埼玉県和光市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

 （　市長査定資料　）

予 算 現 額 7,552,612千円

補 正 額 △ 36,796千円

補正後予算額 7,515,816千円

 　今回の補正予算は、歳出については、保険給付費において、退職被保険者等療養給付が当初見

 込額より減少しているため減額補正するものである。

 　歳入については、共同事業交付金において、高額医療費共同事業交付金及び保険財政共同安定

 化事業交付金が当初試算額より減少が見込まれるため減額し、財産収入において、保険給付費等支

 払基金預金利子が確定したため増額し、繰入金において、保険基盤安定繰入金及び財政安定化支

 援事業繰入金が確定したため増額するものである。

 　なお、３月補正により生じた余剰金は、保険給付費等支払基金へ積み立てるものとする。

 （単位：千円）

説 明

 交付金額が国保連合会で試算
 した当初予定額より減少が見込
 まれるため、減額補正するも
 の。

 交付金額が国保連合会で試算
 した当初予定額より減少が見込
 まれるため、減額補正するも
 の。

 預金利子が確定したため、増額
 補正するもの。

 保険基盤安定制度に係る繰入
 金額が確定したため、増額補正
 するもの。

 保険基盤安定制度に係る繰入
 金額が確定したため、増額補正
 するもの。
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款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

 （単位：千円）

説 明

10
財政安定化支援事
業繰入金

15,204 △ 1,471 13,733 健 康 支 援 課

 ２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2
退職被保険者等療
養給付

303,600 △ 63,600 240,000 健 康 支 援 課

9 基金積立金 332,894 26,804 359,698 健 康 支 援 課

 財政安定化支援事業に係る繰
 入金額が確定したため、減額補
 正するもの。

 （単位：千円）

説 明

 退職被保険者数の減少に伴い
 保険給付費が減少しているた
 め、減額補正するもの。

国民健康保険保険給付費等支
 払基金現在高（補正後）
 466,115千円
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 １　歳入

款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2
介護保険事業費補
助金

0 1,526 1,526 長 寿 あ ん し ん 課

4
介護保険事業費補
助金

1,374 △ 646 728 長 寿 あ ん し ん 課

5
介護給付費準備基
金運用利子

72 58 130 長 寿 あ ん し ん 課

6 事務費繰入金 166,153 △ 1,526 164,627 長 寿 あ ん し ん 課

6
 社会福祉法人等によ
 る利用者負担額軽減
制度事業費繰入金

458 △ 216 242 長 寿 あ ん し ん 課

 平成２６年度埼玉県和光市介護保険特別会計補正予算（第３号）

 （　市長査定資料　）

予 算 現 額 3,228,460千円

補 正 額 △ 574千円

補正後予算額 3,227,886千円

 　今回の補正予算は、歳出については、社会福祉法人等による利用者負担軽減事業においては、軽
 減対象者及び１人当たりの軽減額が当初見込みを下回るため、社会福祉法人等による利用者負担軽
 減事業費８６２千円を減額補正し、健康増進・介護者リフレッシュ事業においては、第１号被保険者等
 を対象とした健康増進浴場利用が当初見込みを上回ったことから、健康増進浴場等利用補助金を２３
 ０千円増額し、介護給付費準備基金積立金事業では、介護保険準備基金の資金運用利子が確定し
 たため、５８千円を増額補正するものである。
 　歳入については、歳出に連動する形で、社会福祉法人等による利用者負担軽減事業費の減額に
 伴い、県支出金の介護保険事業費補助金、その他一般会計繰入金の社会福祉法人等による利用者
 負担額軽減軽減制度事業費繰入金を減額し、介護給付費準備基金運用利子、介護給付費準備基
 金繰入金を増額補正するものである。
 　また、介護保険システム改修に対する国庫補助金、介護保険事業費補助金の確定に伴い、財源充
 当として国庫補助金を増額する一方、一般会計からの事務費繰入金を減額補正するものである。

 （単位：千円）

説 明

 介護報酬改定に伴うシステム改
 修について、介護保険事業費
 補助金の国庫補助額が確定し
 たため、追加計上するもの。

 利用者負担額軽減制度事業に
 ついて、当初の見込みを下回っ
 たため、県費補助分を減額補
 正するもの。

 介護給付費準備基金にかかる
 運用利子が確定したため、増額
 補正するもの。

 介護報酬改定に伴うシステム改
 修について、介護保険事業費
 補助金の国庫補助額が確定し
 たため、市負担分を減額補正
 するもの。

 利用者負担額軽減制度事業に
 ついて、当初の見込みを下回っ
 たため、市負担分を減額補正
 するもの。

　
22



款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

 （単位：千円）

説 明

6
介護給付費準備基
金繰入金

76,815 230 77,045 長 寿 あ ん し ん 課

 ２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

6
 社会福祉法人等によ
 る利用者負担軽減制
度事業費

1,832 △ 862 970 長 寿 あ ん し ん 課

7
 健康増進・介護者リフ
レッシュ

3,747 230 3,977 長 寿 あ ん し ん 課

8
介護給付費準備基
金積立

61,260 58 61,318 長 寿 あ ん し ん 課

健康増進浴場等利用補助事業
 の利用について、当初の見込
 みを上回ったため、増額補正す
 るもの。

 （単位：千円）

説 明

 利用者負担軽減制度事業につ
 いて、当初の見込みを下回った
 ため、減額補正するもの。

健康増進浴場等利用補助事業
 の利用について、当初の見込
 みを上回ったため、増額補正す
 るもの。

 介護給付費準備基金にかかる
 運用利子確定に伴い、基金積
 立金を増額補正するもの。
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 １　歳入

款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

1
社会資本整備総合
交付金

13,750 △ 8,250 5,500
駅北口土地区画
整理事業事務所

2 一般会計繰入金 419,713 △ 86,952 332,761
駅北口土地区画
整理事業事務所

 ２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2
駅北口地区土地区
 画整理推進（駅北）

363,299 △ 95,202 268,097
駅北口土地区画
整理事業事務所

 平成２６年度埼玉県和光市和光都市計画事業
 和光市駅北口土地区画整理事業特別会計補正予算（第４号）

 （　市長査定資料　）

予 算 現 額 440,106千円

補 正 額 △ 95,202千円

補正後予算額 344,904千円

 　今回の補正予算は、歳出については、権利者との合意形成の状況から施工計画の見直しにより工
 事範囲を縮小したため業務委託料、工事請負費等について未執行となる業務が生じたこと並びに契
 約差金が生じたことから区画整理事業費を減額補正するものである。
 　歳入については、社会資本整備総合交付金の決定額通知により国庫支出金を減額補正するほか、
 歳出の減額により一般会計繰入金を減額補正するものである。

 （単位：千円）

説 明

 交付金額決定により、減額補正
 するもの。

 歳出の減額に伴い、減額補正
 するもの。

 （単位：千円）

説 明

 報酬については、補償業務専門
 員の採用が下半期となったた
 め、減額補正するもの。業務委
 託料、工事請負費については、
 権利者との合意形成が整わない
 ため未執行となった業務及び契
 約差金が生じたため、減額補正
 するもの。補償・補填及び賠償
 金については、施工対象箇所の
 縮減及び補償期間が短期となっ
 たため、減額補正するもの。
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積  立  額  取　崩　額

財 政 調 整 基 金 1,055,743 361,803 0 1,417,546

市 債 管 理 基 金 5,991 5 0 5,996

学 校 教 育 施 設 整 備 基 金 143,713 93 0 143,806

公 共 用 地 取 得 事 業 基 金 80,921 100,019 0 180,940

公 共 施 設 整 備 基 金 318,994 57 0 319,051

都 市 基 盤 整 備 基 金 99,369 49,875 △ 79,352 228,596

学 校 建 設 基 金 381,103 288 △ 2,630 384,021

和 光 市 ま ち づ く り 基 金 3,776 1,833 0 5,609

小 計 2,089,610 513,973 △ 81,982 2,685,565

国民健康保険高額療養費資金貸付基金 5,000 0 0 5,000

国民健康保険保険給付費等支払基金 439,311 26,804 0 466,115

国 民 健 康 保 険 出 産 費 資 金 貸 付 基 金 5,000 0 0 5,000

介 護 保 険 介 護 給 付 費 準 備 基 金 128,803 58 230 128,631

介 護 保 険 高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 等
一 部 負 担 金 に 係 る 資 金 貸 付 基 金

5,000 0 0 5,000

小 計 583,114 26,862 230 609,746

2,672,724 540,835 △ 81,752 3,295,311

 （参考資料）　各基金の現在高表

 （単位：千円）

会計
区分

 基　　　金　　　名
補  正  前
現  在  高

 積立及び取崩の状況 補  正  後
現  在  高

一
般
会
計

特
別
会
計

合 計
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議案第１６号 平成２６年度埼玉県和光市下水道事業会計補正予算(第２号）

担 当 下水道課

【目的】

平成２６年度において荒川右岸流域下水道事業維持管理負担金が増額で推移してい

ること並びに企業債利息の利率及び工事請負の内容等が確定したことにより、予算額

を整理調整し、補正します。

【内容】

収益的収入

収益的支出

資本的支出

科目 既決 補正 計

第１款 下水道事業収益 1,014,525 △71,570 942,955

第１項 営業収益 796,443 △1,360 795,083

第２項 営業外収益 218,081 △70,210 147,871

科目 既決 補正 計

第１款 下水道事業費用 1,056,306 19,212 1,075,518

第１項 営業費用 888,275 21,712 909,987

第２項 営業外費用 157,507 △2,500 155,007

科目 既決 補正 計

第１款 資本的支出 544,912 △35,677 509,235

第１項 建設改良費 161,483 △31,677 129,806

第２項 企業債償還金 380,629 △4,000 376,629
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平成２７年度予算概要

議案第１７号 平成２７年度埼玉県和光市一般会計予算

議案第１８号 平成２７年度埼玉県和光市国民健康保険特別会計予算

議案第１９号 平成２７年度埼玉県和光市後期高齢者医療特別会計予算

議案第２０号 平成２７年度埼玉県和光市介護保険特別会計予算

議案第２１号 平成２７年度埼玉県和光市和光都市計画事業和光市駅北口土地区画整

理事業特別会計予算

議案第２２号 平成２７年度埼玉県和光市水道事業会計予算

議案第２３号 平成２７年度埼玉県和光市下水道事業会計予算



平成２７年度和光市一般会計予算について

１ 基本方針

平成２７年度の予算編成については、平成２８年度開校を目標とする下新倉小学校建設

に伴う財源の確保を最優先とする中、平成２７年度和光市行政経営方針に基づき和光市駅

北口を始めとする各土地区画整理事業、待機児童の解消に向けた民間保育園新設事業及び

子ども子育て支援新制度の施行に伴う子育て支援施策の充実などを重点施策として位置づ

け、積極的に予算配分を行うなど、将来を見据えた積極的な投資や先駆的な取組を引き続

き推進していくための予算調製を行った。

市税収入や地方消費税交付金などの経常一般財源に増加が見込まれるものの、社会保障

関係経費の自然増等により依然として厳しい財政状況が見込まれる中、下新倉小学校建設

事業に係る財源については、国県支出金や学校建設基金の取崩しのほか、地方債の発行に

より財源を確保することとした。また下新倉小学校建設以外の事業においても、行政サー

ビス水準の確保及び投資的事業に係る財政負担の平準化の観点から、地方債の発行や財政

調整基金等の繰入れにより、必要な財源の確保を行った。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ２６８億９００万円

（対前年度比 ４０億５，３００万円、１７．８％の増）

⑴ 市税の状況

市税合計額 １３７億７，３１７万６千円

（対前年度比 ５，６０２万円、０．４％の増）

【主要税目の状況】

・個人市民税 １億９５２万２千円増加(対前年度比 １．８％増)

・法人市民税 １，８８３万３千円増加(対前年度比 ３．７％増)

・固定資産税 ２，０３２万４千円減少(対前年度比 ０．４％減)

※ 固定資産税は、国有資産等所在市町村交付金を含まない純固定資産税の比較
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⑵ 市債の状況

市債合計 ２８億８，３１０万円

（対前年度比 １７億２，３７０万円、１４８．７％の増）

・アーバンアクア公園整備事業債 １億１，２５０万円

・白子三丁目中央土地区画整理組合活動支援事業債 １億７，２００万円

・中央第二谷中土地区画整理組合活動支援事業債 ７，５００万円

・越後山土地区画整理組合活動支援事業債 １億１，２５０万円

・和光市新設小学校建設事業債 ２４億１，１１０万円

平成２７年度末における一般会計地方債現在高の概算額

１７４億４，７７０万２千円(２６年度から１３億４，２７２万７千円の増)

⑶ 主な基金の取崩状況

基金繰入金の合計 １４億２，７３６万８千円

（対前年度比 ６億３，４２６万円、８０．０％の増）

・財政調整基金繰入金 ７億１，７５２万２千円

・公共用地取得事業基金繰入金 ７，９４１万８千円

・公共施設整備基金繰入金 １億２，２４７万２千円

・都市基盤整備基金繰入金 ６，２５０万円

・学校教育施設整備基金繰入金 ６，０６６万８千円

・学校建設基金繰入金 ３億８，４２８万８千円

・和光市まちづくり基金繰入金 ５０万円

地方消費税交付金のうち消費税率引き上げ分の社会保障施策への対応

地方消費税交付金 １０億９，４００万円

うち消費税率引き上げ分 ４億６，８００万円

【社会保障施策への対応】

・障害者福祉費 ８，５１７万６千円

・保育園費 ２億３，６３４万円

・幼稚園費 １，９１８万８千円

・生活保護費 １億２，７２９万６千円
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 （単位：千円）

 27年度
予算額

 26年度
予算額

増減額
増減率
 (％)

1 13,773,176 13,717,156 56,020 0.4

2 112,000 114,000 △ 2,000 △ 1.8

3 19,000 22,000 △ 3,000 △ 13.6

4 82,000 61,000 21,000 34.4

5 37,000 17,000 20,000 117.7

6 1,094,000 719,000 375,000 52.2

7 1,463 1,479 △ 16 △ 1.1

8 26,000 25,000 1,000 4.0

9 33,400 34,400 △ 1,000 △ 2.9

10 50,000 69,000 △ 19,000 △ 27.5

11 127,000 134,000 △ 7,000 △ 5.2

12 8,000 11,000 △ 3,000 △ 27.3

13 600,880 469,725 131,155 27.9

14 275,757 266,341 9,416 3.5

15 3,816,405 3,066,458 749,947 24.5

16 1,481,771 1,230,719 251,052 20.4

17 80,720 81,683 △ 963 △ 1.2

18 2 2 0 0.0

19 1,427,369 793,109 634,260 80.0

20 500,000 500,000 0 0.0

21 379,957 263,528 116,429 44.2

22 2,883,100 1,159,400 1,723,700 148.7

26,809,000 22,756,000 4,053,000 17.8

 平成２７年度一般会計歳入予算概要

 歳　入　科　目

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

 ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金等

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

 分担金及び負担金

 使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

市債

 歳　入　合　計
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 （単位：千円）

 27年度
予算額

 26年度
予算額

増減額
増減率
 (％)

1 229,390 202,109 27,281 13.5

2 2,742,120 2,600,395 141,725 5.5

3 10,516,430 9,859,216 657,214 6.7

4 1,414,354 1,372,122 42,232 3.1

5 64,940 62,285 2,655 4.3

6 47,901 62,370 △ 14,469 △ 23.2

7 82,666 106,423 △ 23,757 △ 22.3

8 3,048,215 3,624,788 △ 576,573 △ 15.9

9 958,681 923,767 34,914 3.8

10 5,902,456 2,220,012 3,682,444 165.9

11 1,775,671 1,696,276 79,395 4.7

12 1,176 1,237 △ 61 △ 4.9

13 25,000 25,000 0 0.0

26,809,000 22,756,000 4,053,000 17.8

 平成２７年度一般会計歳出予算概要

 歳　出　科　目

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

諸支出金

予備費

 歳　出　合　計
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平成２７年度和光市国民健康保険特別会計予算について

１ 基本方針

国民健康保険における財政見通しについては、歳出の中心である保険給付費は依然と

して増加し、自主財源である国民健康保険税や各種交付金の減少が見込まれている。ま

た、平成２７年度からは埼玉県内の共同事業である保険財政共同安定化事業の対象範囲

が拡大し、拠出金及び交付金の額が増大することが見込まれている。このような状況の

中、平成２７年度当初予算では、必要な支出額の確保を行うため支払基金残高のほぼ全

額を繰入れる結果となった。

このような厳しい財政状況を踏まえ、安定的な国民健康保険運営を維持するため、次

の視点を考慮した平成２７年度予算編成を行った。

 自主財源の確保

収納率向上対策として、口座振替の推進を図る。また、納税サポートセンターを活

用し新規滞納者への早期着手を推進させる一方で、納税者の事情に応じた納税相談を

実施し、低所得者の生活の実情に配慮した対応を行う。

また、今後の歳入及び歳出の状況を的確に把握しながら、平成２８年度以降の財政

状況等を予測し、税率等の改正について検討する。

 医療費の適正化

レセプトの内容点検、縦覧点検等を行うとともに、再審査結果を分析し点検精度の

向上を図る。海外療養費、柔道、はり・きゅう・マッサージなどの療養費請求につ

いて、不正請求対策、適正な審査を行う。受診者の負担軽減、医療費削減の観点か

ら、ジェネリック医薬品差額通知の送付、適正受診の呼びかけを促進する。

また、特定健診結果及びレセプトデータを利用するＫＤＢシステムの稼動にあわせ、

ＣＫＤ（慢性腎臓病）等の重症化予防事業を推進し、その一つとして埼玉県生活習

慣病重症化予防対策事業を実施する。

 保健事業の推進

和光市健康づくり基本条例の実効機能として、４０歳以上の被保険者に対し、積

極的に特定健診及びがん検診を組み合わせて１日で受診できる集団健診の日数増加

ならびに特定健診未受診者への受診勧奨を行い、特定健診の受診率の向上に努める。

また、特定保健指導については、健診結果説明会時や通知・電話での参加勧奨を実
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施し、特定保健指導の実施率を高める。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ８１億１，６０８万３千円

（対前年度比 ９億７，２９５万円、１３．６％増）

32



　

平成２７年度和光市国民健康保険特別会計予算の概要

被保険者の状況

項 目 説 明

１ 世帯数 平成２７年度平均見込 １１，２００世帯

（対前年増減 △１．７０％）

２ 被保険者数 平成２７年度平均見込 １８，０００人

（対前年増減 △１．８３％）

 一般被保険者

平成２７年度平均見込 １７，４００人

（対前年増減 △１．０４％）

 退職被保険者

平成２７年度平均見込 ６００人

（対前年増減 △２０．３２％）

 介護保険２号被保険者（再掲）

平成２７年度平均見込 ６，１００人

（対前年増減 △４.４０％）

 前期高齢者（再掲）

平成２７年度平均見込 ５，６００人

（対前年増減 ＋２．４０％）

３ 一世帯当たり加入者数 平成２７年度平均見込 １．６１人
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歳 入

科 目 予算額（千円） 説 明

１ 国民健康保険税 1,755,251  現年課税分 1,633,404 千円

（対前年増減 △1.75％）

ア 一般分 1,549,526 千円

調定額 1,721,696 千円

収納率 90.0％

イ 退職分 83,878 千円

調定額 85,591 千円

収納率 98.0％

 滞納繰越分 121,847 千円

（対前年増減 △10.88％）

ア 一般分 119,792 千円

イ 退職分 2,055 千円

２ 一部負担金 2

３ 使用料及び手数料 2

４ 国庫支出金 1,392,821  療養給付費等負担金 1,278,997 千円

 高額医療費共同事業負担金 52,375 千円

 特定健康診査等負担金 11,449 千円

 財政調整交付金 50,000 千円

５ 療養給付費等交付金 262,186

６ 前期高齢者交付金 1,337,276

７ 県支出金 521,630  高額医療費共同事業負担金 52,375 千円

 特定健康診査等負担金 11,449 千円

 財政調整交付金 457,806 千円

８ 共同事業交付金 1,625,602  高額医療費共同事業交付金 151,432 千円

 保険財政共同安定化事業交付金

1,474,170 千円

９ 財産収入 312

10 繰入金 1,151,021  一般会計繰入金 692,917 千円
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ア 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

124,000 千円

イ 保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

41,000 千円

ウ 事務費繰入金 32,717 千円

エ 出産育児一時金繰入金 32,200 千円

オ 財政安定化支援事業繰入金 13,000 千円

カ その他繰入金 450,000 千円

 支払基金繰入金 458,104 千円

11 繰越金 40,001

12 諸収入 29,979

歳入合計 8,116,083
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歳 出

科 目 予算額（千円） 説 明

１ 総務費 36,681

２ 保険給付費 4,571,923  一般被保険者分 4,244,734 千円

（対前年増減 ＋3.02％）

参考・主な内容

ア 療養給付費 3,708,000 千円

イ 療養費 72,924 千円

ウ 高額療養費 463,050 千円

 退職被保険者分 262,560 千円

（対前年増減 △27.02％）

参考・主な内容

ア 療養給付費 216,000 千円

イ 療養費 4,200 千円

ウ 高額療養費 42,000 千円

 審査支払手数料 11,304 千円

 出産育児一時金 48,300 千円

（42 万円×115 件）

 出産育児一時金支払手数料 25 千円

 葬祭費 5,000 千円

（5 万円×100 件）

３ 後期高齢者支援金等 996,860  後期高齢者支援金 996,795 千円

 後期高齢者関係事務費拠出金 65 千円

４ 前期高齢者納付金等 557  前期高齢者納付金 490 千円

 前期高齢者関係事務費拠出金 67 千円

５ 老人保健拠出金 53  老人保健医療費拠出金 20 千円

 老人保健事務費拠出金 33 千円

６ 介護納付金 393,793

７ 共同事業拠出金 1,984,490  高額医療費共同事業拠出金 209,502 千円

 保険財政共同安定化事業拠出金
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1,774,985 千円

 その他共同事業拠出金 3 千円

８ 保健事業費 84,065  特定健康診査・特定保健指導 68,948 千円

参考・主な内容

ア 特定健康診査等委託料 57,947 千円

イ 特定保健指導委託料 3,344 千円

 保健衛生普及活動 15,117 千円

参考・主な内容

ア 診療報酬明細書内容点検、審査業務委託料

2,108 千円

イ 生活習慣病重症化予防対策事業

8,779 千円

ウ 指定保養所利用料金補助金

1,700 千円

（宿泊施設 150 人、浴場施設 500 人分）

９ 基金積立金 308

10 諸支出金 7,353

11 予備費 40,000

歳出合計 8,116,083
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平成２７年度和光市後期高齢者医療特別会計予算について

１ 基本方針

後期高齢者医療制度は、７５歳以上の方及び６５歳以上７５歳未満で一定の障害がある

方（本人の申請に基づき、保険者の認定を受けた方）を対象とする医療保険制度であり、

平成２０年４月から埼玉県後期高齢者医療広域連合が保険者となり、事務及び財政運営の

共同処理、広域にわたる計画の策定、構成市町村の連絡調整が行われている。

平成２７年度和光市後期高齢者医療特別会計予算については、広域連合が推計した市負

担金算定に用いる諸係数及び本市における７５歳以上の被保険者数推計に基づく予算を編

成している。

歳入については、主に後期高齢者医療保険料及び「高齢者の医療の確保に関する法律」

に基づく一般会計からの保険基盤安定繰入額の見込等により構成され、広域連合が被保険

者数等から算出した構成各市の見込保険料賦課額に予定収納率を乗じた額と、同じく広域

連合により推計された低所得者に対する減額賦課による減額相当分の一般会計繰入金等を

計上している。

歳出については、歳入に連動する形で、後期高齢者医療保険料負担金及び市が負担する

保険基盤安定負担金の見込等を加えた額を計上している。

被保険者数は５，８７１人で、前年に比べて３７４人増加しており、被保険者数の増加

に伴い、予算額は２，５３７万６千円、４．２％の増額となっている。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ６億２，４８９万９千円

（対前年度比 ２，５３７万６千円、４．２％増）
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歳 入 単位：千円

歳 出 単位：千円

科 目 予算額 説 明

款１ 後期高齢者医療保険料 550,194

特別徴収保険料 278,012
現年度分普通徴収保険料 264,822
過年度分普通徴収保険料 7,360

項１ 後期高齢者医療保険料 550,194
目１ 後期高齢者医療保険料 550,194

款２ 繰入金 73,320
項１ 一般会計繰入金 73,320

目１ 保険基盤安定繰入金 73,320

款３ 繰越金 1
項１ 繰越金 1

目１ 繰越金 1
款４ 諸収入 1,384

項１ 延滞金、加算金及び過料 51
目１ 延滞金

目２ 過料

50
1

項２ 償還金及び還付加算金 1,330

目１ 保険料還付金

目２ 還付加算金

1,300
30

項３ 預金利子 1
目１ 預金利子 1

項４ 雑入 2
目１ 滞納処分費

目２ 雑入

1
1

歳 入 合 計 624,899

科 目 予算額 説 明

款１ 後期高齢者医療広域連合納付金 623,565
項１ 後期高齢者医療広域連合納付

金

623,565

目１ 後期高齢者医療広域連合

納付金

623,565

款２ 諸支出金 1,331
項１ 償還金及び還付加算金 1,330

目１ 保険料還付金

目２ 還付加算金

1,300
30

項２ 諸支出金 1

目１ 一般会計繰出金 1

款３ 予備費 3
目１ 予備費 3

目１ 予備費 3

歳 出 合 計 624,899
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平成２７年度和光市介護保険特別会計予算について

１ 基本方針

第６期介護保険事業計画は、「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するた

めの関係法律の整備等に関する法律」の施行及び介護保険法の改正により、地域包括ケア

計画として位置づけられており、和光市が策定する長寿あんしんプラン（第６期介護保険

事業計画・高齢者保健福祉計画）は、これまで先駆的に取り組んできた地域包括ケアシス

テムの構築により、第５期計画における基本的目標を継承しつつ、介護保障と自立支援の

さらなる発展を目指すこととしている。

計画初年度となる平成２７年度の和光市介護保険特別会計は、第６期介護保険事業計画

における主な取組として、「新しい介護予防・日常生活支援総合事業」となる介護予防・

生活支援サービス事業の訪問型サービスＡ及び通所型サービスＡを実施する他、認知症高

齢者対策となる「認知症ケアパス」の取組等、地域包括ケアシステムの構築を更に高いレ

ベルで推進していくことを念頭に編成したものである。

 平成２７年度における新規事業

ア 地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合事業の実施）

介護保険制度の改正により、これまでの介護予防訪問介護、介護予防通所介護が、

保険給付から市町村が実施する地域支援事業に移行することに伴い、介護予防・

日常生活支援総合事業の介護予防・生活支援サービス事業の訪問型サービス及び

通所型サービスを、人員基準を緩和した事業類型となるＡ型により実施する。

イ 介護予防拠点の整備

中央エリアに、介護予防・日常生活支援総合事業の介護予防拠点となる「和光け

んこう広場」を整備し、３～６ヶ月の短期間で集中的に支援を実施する事業類型

となるＣ型の事業を中心に実施する。

 歳出（平成２７年度の事業計画）

平成２７年度予算の歳出は、施設サービス費、居宅サービス費及び地域密着型サー

ビス費の必要量と供給量については、介護予防効果や居宅介護推進効果を勘案し、推

計したサービス見込量に基づき計上している。
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また、地域支援事業については、新しい介護予防・日常生活支援総合事業として、

地域性を重視した施策を推進するべく、介護予防・生活支援サービス事業、一般介護

予防事業を実施し、包括的支援事業として、認知症施策の推進、各日常生活圏域に生

活支援コーディネーターを配置するための経費を計上し、生活支援サービス体制の整

備を図っている。

 歳入

歳入の構成は、主に介護保険料、国・県等からの負担金、補助金及び交付金、一般

会計からの繰入金で構成されている。

歳入の２４．４％を占める介護保険料は、第５期の基準月額４，１５０円に対し、

第６期計画期間における介護予防効果、居宅介護推進効果を勘案した、基準月額４，

２２８円と微増の保険料設定とし、被保険者数（１３，６５０人、対前年７７４人増）

の６．０％の増加に伴い、保険料収入は３．５％の増加となる見込みである。

歳出の見込みに連動する形で推計される国・県等の補助金は、構成割合が５６．５％

と大きく、各種のサービス給付及び事業に要する費用の見込額に、国・県等の負担割

合を乗じて計上している。

この他、保険給付費、各種事業費及び事務費等に充当するため一般会計及び介護給

付費準備基金からの繰入金を計上し、予算を編成した。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ３０億８，８２７万１千円

（対前年度比 ２，６５３万４千円、０．９％の減）
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一般状況

科 目 予 算 額 説 明

１ 第一号被保険者数

（事業計画上数値）

２ 高齢化率

（事業計画上数値）

３ 保険料基準額

年間平均 １３，６５０人

（対前年比 ７７４人 ６．０％の増）

前期高齢者数（６５～７４歳）

７，８４８人

（対前年比 ４４５人 ６．０％の増）

後期高齢者数（７５歳以上）

５，８０２人

（対前年比 ３２９人 ６．０％の増）

１６．９％

（対前年比 ０．７ポイントの増）

４，２２８円

（対前年比 ７８円の増）
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歳 入

科 目 予 算 額 説 明

１ 介護保険料

２ 国庫支出金

３ 支払基金交付金

４ 県支出金

５ 一般会計繰入金

６ 基金繰入金

７５３，３１６

５６４，２０１

７７７，３８８

４０３，５３７

５６９，２３６

２０，４０６

現年度分特別徴収保険料 ６３５，０４７

現年度分普通徴収保険料 １００，８６０

滞納繰越分普通徴収保険料 １７，４０９

介護給付費負担金 ４８６，３６０

調整交付金 ３４，３９２

地域支援事業交付金 ４３，４４９

介護給付費交付金 ７４６，４９５

地域支援事業支援交付金 ３０，８９３

介護給付費負担金 ３８０，１０７

地域支援事業交付金 ２１，７２４

介護保険事業費補助金 １，７０４

財政安定化基金支出金 ２

介護給付費繰入金 ３３３，２５６

事務費繰入金等 １９１，１７６

低所得者軽減負担金繰入金 ５，８８４

その他一般会計繰入金 １７，１９６

地域支援事業繰入金 ２１，７２４

介護給付費準備基金繰入金 ２０，４０６
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歳 出

科 目 予 算 額 説 明

１ 総務費

２ 保険給付費

介護等サービス諸費

介護予防サービス等諸

費

その他諸費

高額介護等サービス諸

費

特定入所者介護サービ

ス等費

３ 財政安定化基金拠出

金

１９１，１７６

２，６６６，０５４

２，４７６，８７１

４０，５８８

２，５７５

７４，９５８

７１，０６２

２

一般管理費 ４４，８２１

連合会負担金 １１

賦課徴収費 ３，９３５

介護認定審査会費 ３０，０１２

運営協議会費 ３０５

地域包括支援センター事業費

１０９，９６６

趣旨普及費 ２，１２６

居宅サービス系の実給付費

１，６１０，９３０

施設サービス系の実給付費

８６５，９４１

介護予防サービス費他 ４０，５８８

審査支払手数料 ２，５７４

その他 １

高額介護等サービス費 ７４，９０８

高額介護予防サービス費 ５０

特定入所者介護サービス費他

７１，０６２

科目設定 ２
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科 目 予 算 額 説 明

４ 市町村特別給付費

５ 地域支援事業費

６ 利用者負担額軽減制

度事業費

７ 保健福祉事業費

６６，５１２

１５１，０１４

２，２７２

９，５５３

紙オムツ等サービス費 ３０，５６０

地域送迎サービス費 ３０，５５２

食の自立・栄養改善サービス費 ５，４００

介護予防・日常生活支援総合事業費

１１０，３３１

包括的支援事業・任意事業費

４０，６８３

利用者負担額軽減制度事業費 ２，２７２

介護予防スクリーニング事業 ５，２０７

健康増進・介護者リフレッシュ ４，１４２

地域介護予防 ２０４
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平成２７年度和光都市計画事業

和光市駅北口土地区画整理事業特別会計予算について

１ 基本方針

和光市駅北口土地区画整理事業は、道路、公園等の公共施設の整備改善及び宅地の利用

の増進を図ることを目的とし、駅南口と併せた中心市街地として、計画的な市街地形成、

交通の円滑化、安全で快適な居住空間の確保など、災害に強い住み良いまちづくりを目指

す都市基盤整備事業である。

平成２７年度の予算編成は、前年度に引続き街路築造及び宅地造成等工事を実施するた

め工事請負費、建物移転に伴う移転補償費及び損失補償費等を計上している。

また、計画的な事業推進を目指し次年度の施工予定箇所の建物移転等補償調査業務及び

工事実施設計業務等の委託料を含め予算編成をした。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ６億７，１７６万１千円

（対前年度比 ２億１，８８７万４千円 ４８．３％増）
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 　　（単位:千円・％）

本年度予算 前年度予算 比較増減額  対前年度比％

１ 国 庫 支 出 金 55,000 13,750 41,250 300.0

２ 繰 入 金 320,959 439,135 △ 118,176 △26.9

3 繰 越 金 1 1 0 0.0

４ 諸 収 入 1 1 0 0.0

５ 市 債 295,800 0 295,800 皆増

671,761 452,887 218,874 48.3

 　　（単位:千円・％）

本年度予算 前年度予算 比較増減額  対前年度比％

１ 区 画 整 理 総 務 費 83,041 89,088 △ 6,047  △6.8

２ 区 画 整 理 事 業 費 588,220 363,299 224,921 61.9

３ 予 備 費 500 500 0 0.0

671,761 452,887 218,874 48.3

和光都市計画事業和光市駅北口土地区画整理事業特別会計

 歳　入　歳　出　一　覧

 歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

款

 歳　　　入　　　合　　　計

 歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

款

 歳　　　出　　　合　　　計

　47



　

平成２７年度和光市水道事業会計の主な予算内容

１ 収益的収入及び支出

事業収益 １，５３１，４６３千円

事 業 費 １，２９０，５７１千円

※当年度純利益は繰越利益剰余金に含め、９３７，１２３千円を繰越す予定です。

２ 資本的収入及び支出

収 入 額 ２３，１６７千円

支 出 額 ９９０，３６７千円

※不足する９６７，２００千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、建設改

良積立金、減債積立金並びに過年度分損益勘定留保資金で補てんする予定です。

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

１，３１２，１５７

２１９，２０６

１００

総給水量 ９,２７８,０００

総有収水量 ８,９７５,０００

有収率 ９６．７％

・給水収益 １,１０９,２９３千円

・受託工事収益 ４，６３９千円

・配水管工事負担金 ４１,７３１千円

・加入金 １０７,５０３千円

・下水道使用料徴収事務受託料 ４６,６８８千円

・長期前受金戻入 １８７,５７９千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

１,２７２,７２３

１２,６４８

２００

５,０００

・県水受水費 ４５１，７７８千円

・動力費 ５３，７４２千円

・浄水場運転管理等委託 ５３,５２５千円

・量水器満期交換 ２１,９１６千円

・水道料金等徴収委託 ８５,７１５千円

・貸倒引当金繰入額 １,１０８千円

・減価償却費 ３７７,９９４千円

・固定資産除却費 １８４千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

負 担 金 ２３,１６７ ・一般会計負担金 ５，０２３千円

・その他負担金 １８，１４４千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

建 設 改 良 費

拡 張 事 業 費

企業債償還金

予 備 費

３１２，７４４

６４０，０１２

３２,６１１

５,０００

・給配水管布設費 ２２２，５２２千円

・浄水場施設改良費 ５６，４７４千円

・浄水場施設費 ６２７，７６１千円

・企業債償還金 ３２，６１１千円
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平成２７年度和光市下水道事業会計の主な予算内容

１ 収益的収入及び支出

事業収益 ９６０，７７７千円

事 業 費 １,０６６,７２１千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

７５２，６２４

２０８,１２３

３０

有収水量 ８,４６６,０００㎥

・下水道使用料 ６４０,３２７千円

・他会計負担金 １１２,１３５千円

・指定工事店等手数料 １６１千円

・預金利息 １００千円

・他会計補助金 ７０,２１６千円

・長期前受金戻入 １３５,７０８千円

・下水道施設占用料等 ２,０９９千円

・過年度損益修正益 ３０千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

９１７，３０５

１４３，４１６

１,０００

５,０００

・施設維持関係委託(雨水) ９,７３１千円

(汚水) ４１,９８８千円

・施設維持等修繕 （雨水） ６,５２４千円

（汚水） ３５,２９５千円

・下水道使用料算定及び徴収事務委託

４６,６８８千円

・荒川右岸流域下水道事業維持管理負担金等

２７８,２１１千円

・貸倒引当金繰入額 ５９１千円

・減価償却費 ４４３,１７２千円

・下水道事業債利子償還金 １１７,７４２千円

・過年度損益修正損 １,０００千円
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２ 資本的収入及び支出

収 入 額 ３１９，０６４千円

支 出 額 ５５５,９９８千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

企 業 債

他会計負担金

貸付金償還金

６２,６００

２５６，３６４

１００

・建設改良費等企業債 ６２,６００千円

・一般会計負担金 ２２５,１７９千円

・他会計負担金 ３１,１８５千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

建 設 改 良 費

企業債償還金

貸 付 金

予 備 費

１６９,１１２

３８１,５８６

３００

５,０００

・工事請負費(雨水) １７,７３９千円

(汚水) ４５,７４４千円

・荒川右岸流域下水道事業建設負担金

３１,４２６千円

・下水道事業債元金償還金 ３８１,５８６千円
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